
平成２８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ６ 府 省 庁 名 文部科学省             

対象税目 
法人住民税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 都市計画税、自動車税、軽自動車税、自動車取得

税、鉱区税、水利地益税、共同施設税、宅地開発税、特別土地保有税  ） 

要望 

項目名 
（独）大学改革支援・学位授与機構の創設に係る税制上の所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）及び「独立行政法人の統廃

合等に係る措置の実施時期について」（平成26年8月29日行政改革推進本部決定）に基づき、（独）大学評

価・学位授与機構及び（独）国立大学財務・経営センターを統合し、大学改革支援・学位授与機構を平成28

年4月より設置することを踏まえ、（独）大学評価・学位授与機構法の一部を改正し、平成28年より「大学

改革支援・学位授与機構」が発足する。このため、新法人においても、これまで（独）大学評価・学位授与

機構及び（独）国立大学財務・経営センターに適用されていた税制上の優遇措置を継続して措置するもので

ある。 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法第２５条、第７３条の３、第７３条の７、第１１５条、第１４６条、第１７９条、第２９６条、第

３４８条、第４４３条、第５８６条、第７０１条の３４、第７０２条の２、第７０４条 

 

減収 

見込額 

［初年度］  －   （     ）  ［平年度］   －  （     ） 

［改正増減収額］              －               （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

独立行政法人大学評価・学位授与機構及び独立行政法人国立大学財務・経営センターを統合し設置される新

法人において、 

 

１．大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図る 

２．学位授与を行うことにより、高等教育段階における多様な学習の成果が適切に評価される社会の実現を

図る 

３．国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付け、交付等の業務を行うことにより、その教育研究

環境の整備充実及び財務経営の改善を図る 

ことにより我が国の高等教育の発展に資することを目的とする。 

 

（２）施策の必要性 

独立行政法人大学評価・学位授与機構及び独立行政法人国立大学財務・経営センターを統合し、設置される

新法人がその円滑な設立・業務の実施のための環境整備を図るため、税制上の所要の措置を講ずる必要があ

る。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

ページ ６―１ 



 

 
 

 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針について」（平成25年12月 20日行政改革推進会

議決定）において、「大学支援機能の強化と大学の質の向上という観点から、上記2法人を統合

し、中期目標管理型の法人として位置づけることが適当である。」とされており、本決定を踏ま

え、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が平成25年12月 24日に閣議決定されてい

る。また、統合時期については、「独立行政法人の統廃合等に係る措置の実施時期について」（平

成26年8月29日行政改革推進本部決定）において、平成28年4月1日と決定されたことを踏

まえ、衆議院、参議院の国会審議を経て（独）大学評価・学位授与機構法の一部を改正し、平

成28年より「大学改革支援・学位授与機構」が発足する。 

政策の 

達成目標 

法人統合を行うことにより大学支援機能の強化が図られることを通じ、大学の質の向上を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

同上の期間中

の達成目標 

 

政策目標の 

達成状況 

 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

国税については措置済み 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

要望の措置の 

妥当性 

現在と同様の非課税措置を講ずることにより、独立行政法人としての公共性を維持した事業運

営を行うことができる。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

前回要望時の 

達成目標 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 

 

 

これまでの要望経緯 
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